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議案第３６号 

東京都板橋区手数料条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

令和４年２月１５日 

提出者 東京都板橋区長 坂 本  健 

 

東京都板橋区手数料条例の一部を改正する条例 

東京都板橋区手数料条例（平成１２年板橋区条例第１０号）の一部を

次のように改正する。 

別表１５５の１１の項の次に次のように加える。 

１５５の１２ マ

ンションの管理

の適正化の推進

に関する法律（

平成１２年法律

第１４９号）第

５条の４の規定

に基づく管理計

画の認定の申請

に対する審査 

マンション

管理計画認

定申請手数

料 

次の⑴及び⑵に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に掲げる額 

⑴ 申請に併せて、マンションの

管理の適正化の推進に関する法

律第９１条のマンション管理適

正化推進センターが作成した同

法第５条の４各号に掲げる基準

（都道府県等マンション管理適

正化指針に関する部分を除 

に適合していることを示す書類

が提出された場合であって、長

期修繕計画の数が１であるとき

にあっては４，２００円、長期

修繕計画の数が２以上であると

きにあっては４，２００円に１

を超える長期修繕計画の数に 

６００円を乗じて得た額を加算

した額 

⑵ ⑴以外の場合であって、長期

く。） 

１， 
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修繕計画の数が１であるときに

あっては２６，３００円、長期

修繕計画の数が２以上であると

きにあっては２６，３００円に

１を超える長期修繕計画の数に

１４，９００円を乗じて得た額

を加算した額 

１５５の１３ マ

ンションの管理

の適正化の推進

に関する法律第

５条の６第１項

の規定に基づく

管理計画の認定

の更新の申請に

対する審査 

マンション

管理計画認

定更新申請

手数料 

次の⑴及び⑵に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に掲げる額 

⑴ 申請に併せて、マンションの

管理の適正化の推進に関する法

律第９１条のマンション管理適

正化推進センターが作成した同

法第５条の６第２項において準

用する同法第５条の４各号に掲

げる基準（都道府県等マンショ

ン管理適正化指針に関する部分

を除く。）に適合していること

を示す書類が提出された場合で

あって、長期修繕計画の数が１

であるときにあっては４，２０

０円、長期修繕計画の数が２以

上であるときにあっては４，２

００円に１を超える長期修繕計

画の数に１，６００円を乗じて

得た額を加算した額 

⑵ ⑴以外の場合であって、長期

修繕計画の数が１であるときに

あっては２６，３００円、長期
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修繕計画の数が２以上であると

きにあっては２６，３００円に

１を超える長期修繕計画の数に

１４，９００円を乗じて得た額

を加算した額 

１５５の１４ マ

ンションの管理

の適正化の推進

に関する法律第

５条の７第１項

の規定に基づく

管理計画の変更

の認定の申請に

対する審査 

マンション

管理計画変

更認定申請

手数料 

変更認定申請１件につき、次に掲

げる変更に応じ、それぞれ次に定

める額を合算した額 

⑴ 管理組合の運営に係る事項の

変更 ４，３００円（変更する

長期修繕計画（管理組合の運営

に係る事項の変更を伴うものに

限る。）の数が２以上である場

合は、４，３００円に１を超え

る当該長期修繕計画の数に２，

４００円を乗じて得た額を加算

した額） 

⑵ 管理規約の変更 ３，６００

円（変更する長期修繕計画（管

理規約の変更を伴うものに限 

の数が２以上である場合は、 

６００円に１を超える当該長期

修繕計画の数に２，４００円を

乗じて得た額を加算した額） 

⑶ 管理組合の経理に係る事項の

変更 ４，１００円（変更する

長期修繕計画（管理組合の経理

に係る事項の変更を伴うものに

限る。）の数が２以上である場

る。） 

３， 
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合は、４，１００円に１を超え

る当該長期修繕計画の数に２，

５００円を乗じて得た額を加算

した額） 

⑷ 長期修繕計画の変更 ８，７

００円（変更する長期修繕計画

の数が２以上である場合は、 

７００円に１を超える当該長期

修繕計画の数に４，７００円を

乗じて得た額を加算した額） 

⑸ 組合員名簿、居住者名簿その

他の名簿の変更 ２，６００円

（変更する長期修繕計画（組合

員名簿、居住者名簿その他の名

簿の変更を伴うものに限る。）

の数が２以上である場合は、 

６００円に１を超える当該長期

修繕計画の数に１，６００円を

乗じて得た額を加算した額） 

⑹ ⑴から⑸までに掲げる変更以

外のもの １，８００円（変更

する長期修繕計画（⑴から⑸ま

でに掲げる変更以外のものを伴

うものに限る。）の数が２以上

である場合は、１，８００円に

１を超える当該長期修繕計画の

数に８００円を乗じて得た額を

加算した額） 

別表１６５の項額の欄中「、⑴イ(ア)又は⑴ウ(ア)」を「又は⑴イ(ア)」に、

８， 

 

２， 
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「額）を、当該建築物における認定申請戸数で除した額（１００円未満 

の端数があるときは、これを切り捨てる。）」を「額）」に改め、同欄 

⑴中「アからウまでに掲げる場合の区分及び当該申請」を「ア及びイに 

掲げる場合の区分並びに当該申請」に改め、同欄⑴ア中「区長が指定す 

る者が作成した長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項各 

号（第３号を除く。）に掲げる基準に適合していることを示す書類」を 

「住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第 

６条の２第５項の確認書若しくは住宅性能評価書又はこれらの写し」に 

改め、同欄⑴ア(ア)中「７，２００円」を「７，１００円」に改め、同欄 

⑴ア(ウ)中「２３，０００円」を「２２，０００円」に改め、同欄⑴ア(オ) 

中「６１，０００円」を「５７，０００円」に改め、同欄⑴ア(カ)中「１ 

０４，０００円」を「９４，０００円」に改め、同欄⑴ア(キ)中「１７２，

０００円」を「１６１，０００円」に改め、同欄⑴ア(ク)中「２１６，０ 

００円」を「１９０，０００円」に改め、同欄⑴ア(ケ)中「２３４，００ 

０円」を「２０３，０００円」に改め、同欄⑴イを削り、同欄⑴ウ中「 

ア及びイ」を「ア」に改め、同欄⑴ウ(ア)中「４７，０００円」を「５２，

０００円」に改め、同欄⑴ウ(イ)中「１０９，０００円」を「１２２，０ 

００円」に改め、同欄⑴ウ(ウ)中「１７５，０００円」を「１９６，００ 

０円」に改め、同欄⑴ウ(エ)中「３４５，０００円」を「３８６，０００

円」に改め、同欄⑴ウ(オ)中「６１７，０００円」を「６９１，０００円」

に改め、同欄⑴ウ(カ)中「１，０６２，０００円」を「１，１８８，００ 

０円」に改め、同欄⑴ウ(キ)中「１，９６４，０００円」を「２，１９８，

０００円」に改め、同欄⑴ウ(ク)中「２，８０９，０００円」を「３，１ 

４０，０００円」に改め、同欄⑴ウ(ケ)中「３，４４３，０００円」を「 

３，８４７，０００円」に改め、同欄⑴ウを同欄⑴イとし、同欄⑵中「 

及び当該申請」を「並びに当該申請」に改め、同欄⑵ア (オ)中「８８，０ 

００円」を「８５，０００円」に改め、同欄⑵ア(カ)中「１５１，０００

円」を「１４０，０００円」に改め、同欄⑵ア(キ)中「２５０，０００円」 

を「２４２，０００円」に改め、同欄⑵ア(ク)中「３１１，０００円」を 
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「２８４，０００円」に改め、同欄⑵ア(ケ)中「３３６，０００円」を「 

３０４，０００円」に改め、同欄⑵イ(ア)中「６８，０００円」を「７８，

０００円」に改め、同欄⑵イ(イ)中「１６０，０００円」を「１８３，０ 

００円」に改め、同欄⑵イ(ウ)中「２５５，０００円」を「２９３，００ 

０円」に改め、同欄⑵イ(エ)中「５０４，０００円」を「５７９，０００

円」に改め、同欄⑵イ(オ)中「９０３，０００円」を「１，０３７，００ 

０円」に改め、同欄⑵イ(カ)中「１，５５２，０００円」を「１，７８２，

０００円」に改め、同欄⑵イ(キ)中「２，８７２，０００円」を「３，２ 

９６，０００円」に改め、同欄⑵イ(ク)中「４，１０６，０００円」を「 

４，７１０，０００円」に改め、同欄⑵イ(ケ)中「５，０３２，０００円」

を「５，７７０，０００円」に改め、同表１６６の項額の欄中「、⑴イ 

(ア)から(ケ)まで又は⑴ウ(ア)から(ケ)まで」を「又は⑴イ(ア)から(ケ)まで」に、 

「、⑴イ(ア)又は⑴ウ(ア)」を「又は⑴イ(ア)」に、「額）を、当該建築物に 

おける変更認定申請戸数で除した額（１００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。）」を「額）」に改め、同表１６７の項中「第９条 

第１項」を「第９条第１項又は第３項」に改め、「場合」の次に「又は 

管理者等が選任された場合」を加え、「２，１００円」を「２，３００

円」に改め、同表１６８の項額の欄中「２，１００円」を「２，３００

円」に改める。 

    付 則 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正前の東京都板橋区手数料条例（以下「旧条例」 

という。）別表１６６の項の規定は、住宅の質の向上及び円滑な取引 

環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の一部 

を改正する法律（令和３年法律第４８号）附則第２条第２項の規定に 

よりなお従前の例によることとされる長期優良住宅建築等計画の変更 

の認定の申請については、なおその効力を有する。この場合において、 

旧条例別表１６６の項中「、⑴イ(ア)から(ケ)まで又は⑴ウ(ア)から(ケ)まで」

とあるのは「又は⑴イ(ア)から(ケ)まで」と、「、⑴イ(ア)又は⑴ウ(ア)」と 
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あるのは「又は⑴イ(ア)」と読み替えるものとする。 

３ この条例による改正後の東京都板橋区手数料条例別表１６５の項か

ら１６８の項までの規定は、この条例の施行の日以後に申請を受理す

るものについて適用し、同日前に申請を受理したものについては、な

お従前の例による。 

 

（提案理由） 

  マンションの管理計画の認定の申請に係る手数料等を定め、長期優良

住宅建築等計画の認定の申請に係る手数料等を改めるほか、所要の規定

整備をする必要がある。 


